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愛知県町村議会議長会規約 

 

昭和２４年８月３０日 制定   

昭和３０年９月２１日 改正   

昭和４５年１月 １ 日 改正   

平成１９年２月１９日 改正  

 

第１章 総則 

（名称及び組織） 

第１条 本会は、愛知県町村議会議長会と称し、愛知県内の町村議会議長をも

って組織する。 

（目的） 

第２条 本会は、地方議会の円滑な運営と地方自治の振興発展に寄与すること

を目的とする。 

（事業） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) 町村議会の運営に関する研究 

(2) 地方自治の振興発展に関する調査研究 

(3) 系統の町村議会議長会及び地方自治関係諸団体との連絡並びに協力 

(4) その他目的達成に必要な事項 

（事務所） 

第４条 本会の事務所は、名古屋市中区三の丸二丁目３番２号に置く。 

第２章 組織 

（役員） 

第５条 本会に、次の役員を置く。 

会長 １人 

副会長 ２人 

理事 第７条第１項により算定される員数 

監事 ２人 

（会長及び副会長） 

第６条 会長及び副会長は、理事会において互選する。 

２ 会長は、会務を総理し、本会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときまたは会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（理事及び監事） 
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第７条 理事は、各郡において選出するものとし、その選出定数は、郡内の町村

数を基準として、次の区分による。 

ただし、内１名は、郡会長をもってこれに充てる。 

(1) ３か町村以下 １人 

(2) ４か町村以上 ２人 

２ 監事は、理事の互選とする。 

３ 理事は、理事会において総会に付議する議案を審議するほか、重要事項に

つき会長の諮問に応ずる。 

４ 監事は、会計を監査する。 

（役員の任期） 

第８条 役員の任期は、２年とする。 

２ 前項の任期は、選挙の日から起算する。 

ただし、前任者の任期満了の日前に選挙を行った場合においては、前任者の

任期満了の日の翌日から起算する。 

３ 前任者の任期満了の日後に選挙を行う場合においては、前任者は後任者の

選出されるまでの間なお在任する。 

４ 補欠により選出された役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（費用弁償） 

第９条 役員には報酬を支給しない。ただし、必要に応じ実費を弁償すること

ができる。 

（事務局） 

第１０条 本会に事務局を置く。 

２ 事務局に事務局長１人、職員若干人を置き、会長がこれを任免する。 

３ 事務局長は、会長の命を受け本会の事務を掌理する。 

４ 職員は、上司の命を受け本会の事務に従事する。 

（顧問） 

第１１条 本会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、理事会の同意を得て、会長が委嘱する。 

（調査会、委員会） 

第１２条 本会に、特定の事項につき調査研究させるため、調査会又は委員会

を設けることができる。 

２ 調査会又は委員会の設置、組織及び運営に関する基本的な事項は、理事会

の議決を経て、会長が定める。 

第３章 会議 

（会議） 
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第１３条 本会の会議は、総会及び理事会とする。 

（会議の開催） 

第１４条 総会は、定期総会及び臨時総会とし、定期総会は、毎年１回、臨時総

会は、必要がある場合において、会長がこれを招集する。 

２ 理事会は、必要がある場合において、会長がこれを招集する。 

３ 理事の定数の４分の１以上の者から会議に付議すべき事件を示して臨時総

会又は理事会の招集の請求があったときは、会長は、これを招集しなければ

ならない。 

（会議の運営） 

第１５条 本会の会議は、それぞれの会議の構成員の半数以上が出席しなけれ

ば、開くことができない。 

２ 議事は、出席者の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

３ 会議における議長の職務は、会長がこれを行う。ただし、会長に事故がある

とき、又は欠けたときは、副会長が、会長、副会長ともに事故があるときは、

その会議の出席者の中から仮議長を互選し、その者が議長の職務を行う。 

第４章 財務 

（経費の支弁） 

第１６条 本会の経費は、会費、補助金、寄附金及びその他の収入をもって充て

る。 

２ 会費は、町村の負担とし、その金額及び分賦方法は、理事会の議決を経てこ

れを定める。 

（歳入歳出予算） 

第１７条 会長は、毎会計年度予算を調整し、年度開始前に理事会の議決を経

なければならない。 

２ 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わるもの

とする。 

（決算） 

第１８条 会長は、毎会計年度終了後決算を調整し、監事の監査報告を添えて

理事会の認定に付さなければならない。 

第５章 補則 

（規約の変更） 

第１９条 この規約の変更は、総会の議決を経なければならない。 

第２０条 この規約の施行に関し必要な事項は、会長が理事会の議決を経て別

にこれを定める。 
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附 則 

１ この改正規約は、昭和４５年１月１日から施行する。 

２ 改正前の規約により選出された評議員は、この規約により選出された理事

とする。 

３ 改正前の規約により選出された会長、副会長、常任理事及び監事は、この規

約により選出されたものとみなす。 

附 則 

 この規約は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

 


